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   佐川宣寿氏 

 
 
 
 
  

 

財務省 理財局長 

↓ 

国税庁長官 

（平成２９年７月５日付） 

佐川宣寿 氏（５９歳） 

 

常盤 豊 氏（５８歳） 
文部科学省 高等教育局長 

↓ 

    生涯学習政策局長 

（平成２９年７月１１日付） 

藤原 豊 氏（５３歳） 

 

内閣府地方創生推進事務局審議官 

↓ 

経済産業省 大臣官房審議官 

（平成２９年７月５日付） 

佐藤善信 氏（５７歳） 

 

国土交通省 航空局長 

↓ 

      辞 職 

（平成２９年７月７日付） 
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獣医学部新設に係る文書 調査結果 

① 獣医学部新設に係る内閣府からの伝達事項 存在。 

② 義家副大臣レク概要 同趣旨の記述を含む文書が存在。 

③ 大臣ご指示事項 存在。 

④ 義家副大臣のご感触 同趣旨の記述を含む文書が存在。 

⑤ 大臣ご確認事項に対する内閣府の回答 存在。 

⑥ １０/４義家副大臣レク概要 同趣旨の記述を含む文書が存在。 

⑦ １０/７萩生田副長官ご発言概要 同内容の文書の存在は確認できな

かった。 

⑧ １０/１９北村直人元議員 同内容の文書の存在は確認できな

かった。 

⑨ 藤原内閣府審議官との打ち合わせ概要 

（獣医学部新設）（９月２６日） 

存在。 

⑩ 今後のスケジュール（イメージ） 存在。 

⑪ 「先端ライフサイエンス研究や」から始まる 

修正案 

存在。 

⑫ １１月８日に文科省内でやり取りされたとされる 

メール 

現地点では存否を含めて明らかに

できない。 

⑬ 加計学園への伝達事項 現地点では存否を含めて明らかで

きない。 

⑭ ⑫メール（⑬文書付き）（１１月８日） 現地点では存否を含めて明らかで

きない。 

⑮ メール（⑨文書付き）（９月２７日） 存在。 

⑯ 第２５回国家戦略特別区域諮問会議の開催について 存在。 

⑰ 松野文部科学大臣ご発言メモ 

（国家戦略特別区域諮問会議１１月９日） 

存在。 

⑱ 第２５回国家戦略特別区域諮問会議発言・資料確認
用紙（山本農林水産大臣） 

存在。 

⑲ 国家戦略特区（獣医学部新設）に係る想定問答 存在。 

⑳ 文書⑪に手書きの修正をほどこしたものと 

その経緯を示すメール 

新たに存在を確認。 

㉑１０/２１萩生田副長官ご発言概要 ６月２０日に存在を確認。 
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 ① 獣医学部新設に係る内閣府からの伝達事項 

⑤ 大臣ご確認事項に対する内閣府の回答 

⑨  藤原内閣府審議官との打合せ概要 
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 国家戦略特区 構㐀改革特区 

目的・趣旨 
 

経済社会の構㐀改革を重点的に推進することにより、

産業の国際協力の強化、国際的な経済活動の拠点の形

成を促進。 

規制改革を総合的・集中的に推進。 

→岩盤規制の突破口、成長のエンジン 

現場のニーズに基づく構㐀改革の推進及び地域の活性化。 

→規制緩和を試行的に実施。最終的には全国展開を視野に。 

制定年月 平成２５年１２月 平成１４年１２月 

 

 

国・地方・ 

民間の関係 

 

 

国が区域や区域方針を決定。 

特区ごとの国家戦略特区会議に、国・地方公共団体・

民間事業者が対等の立場で参画し、国家戦略特区計画

を密接な連携の下に作成・合意。国が認定。 

→基本トップダウン。計画は３者（国、地方、民間）

で策定。 

 

 

 

規制の特例措置を活用する地方公共団体からの申請に基づ

き、国が構㐀改革特区計画を認定。 

→ボトムアップ。区域指定なし。 

 

対象区域 

 

政策テーマ・プロジェクトに応じ、国が決定した区域

に限定して、適用。 

→指定数は厳選。段階的に指定。 

特区計画の認定について、すべての地方公共団体が申請可

能。 

→一般的・汎用的な制度 

 

指定区域数 

認定計画数 

 

 

１０区域 

規制改革数 ７９２件 

（特区として対応２３９件、全国的に対応５５３件） 

認定件数  ３８６特区 

（これまでに１，２８０件の特区計画を認定） 

規制改革の 

実現手法 

特区諮問会議、区域会議、特区ＷＧ 省庁間で調整 

既存特区の 

課題と国家 

戦略特区の 

特徴 

規制改革事項をパッケージ化、規制改革事項を措置後

に地域指定 

→目にみえる形で迅㏿に改革を実現 

個別提案に対し個別に規制の特例を措置 

→改革の効果が限定的になる側面 

 

国家戦略特区と構㐀改革特区の比較 
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